
1．はじめに

2012年に策定されたスポーツ基本計画 1)では，「子
どものスポーツ機会の充実」，「ライフステージに応じ
たスポーツ活動」，「住民が主体的に参画する地域のス
ポーツ環境の整備」を推進している。その中で，総合
型地域スポーツクラブやスポーツ少年団をはじめとし
た地域における子どものスポーツ機会を充実させるた
めの取組を今後の具体的な政策としている。スポーツ

を実際に「する人」，「観る人」，「支える（育てる）人」
に着目し，人々が生涯にわたりスポーツに親しむ環境
を整えるとしている。さらに，「支える（育てる）人」
の視点からは，スポーツボランティアの重要性を挙げ
ており，地域スポーツクラブ等のスポーツ団体におい
て，日常的に運営やスポーツを支えたり，スポーツ推
進のために一層の活躍が期待されている。
スポーツにおけるボランティア活動は，自主的・自
発的に行うものであり，その行動や活動は地域のス
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Abstract: This study of volunteer instructors at youth sports teams in Miyagi Prefecture aims to clari-
fy the instructors’ perform their duties ability and their thoughts about instruction. The survey targeted 
121 volunteer instructors at youth sports teams in the Miyagi prefecture. The instructors were asked 
about perform their duties ability and the factors that they consider important in providing instruction.

From the results of the study, we identified the following four factors: “communication skill and risk 
management;” “club management skill;” “coaching skill in sport;” and “scientific skill in sport.” We per-
formed a t-test to compare the measure of perform their duties ability with age, years of instruction 
experience, fixed employment status, and corporate status. We found that the communication with 
children was most important, and further, that the instructors gave instruction from the children’s 
perspective. However, there were issues with financial aspects, such as smooth operation of the club 
and securing financial resources, as well as with operational aspects, such as publicity activities.

要旨： 本研究では，宮城県のスポーツ少年団のボランティア指導者を対象に職務遂行能力，指導に対
しての考え方を明らかにすることを目的とした。調査対象者は，宮城県のスポーツ少年団のボランティ
ア指導者 121名である。調査内容は職務遂行能力と指導上重視していることである。
本調査の結果から，「コミュニケーション能力・リスクマネジメント」，「クラブマネジメントスキル」，

「スポーツにおけるコーチングスキル」，「スポーツの科学的スキル」の 4つの因子が抽出された。また，
職務遂行能力尺度を年代，指導年数，固定職の有無，法人格の有無の各項目に対して t検定を用いて比
較した結果，子どもとのコミュニケーションを第一とし，子どもの視点から指導を行っているが，一方
で団の円滑な運営や財源の確保といった財務面や広報活動等の運営面が課題として挙げられた。
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ているが，その内，約 3割が生活における支障・葛藤
を認めている。高橋（2001）は，「ボランティア指導者
は，スポーツ・ボランティアの概念において中核的な
存在として位置付けられている」10)が，「ボランティア
指導者に対する社会的な位置づけは明確にされていな
い状況にある」11)と述べ，全国のボランティア指導者
への実態調査が課題となっている。
スポーツ少年団は，1962年に財団法人日本体育協会
創立 50周年の記念事業とし創設された。スポーツ少年
団の理念は「1人でも多くの青少年にスポーツの歓び
を提供する」，「スポーツを通じて青少年のこころとか
らだを育てる」としている。創設当時の団数は 22団
体，団員数は 753人であったが，「Sports Japan 2014/01-
02」12)における「平成 25年度スポーツ少年団登録数一
覧」では，団数は，34,766団，団員数は 777,940人と
されている注 )。理念は，「平和への 2つの道」，「スポー
ツの本質」，「スポーツの効果」，「日本スポーツ少年団
の指導理念」，「時代の要求する少年像」という 5つを
掲げている 13)。また，この理念は 30年経っても「その
存在・その活動・そのスポーツ活動・その育成」14)に
ついて変わらないことが確認されている。スポーツ少
年団の将来像 15)では，「スポーツ少年団そのものが指
導者をはじめとする関係者の努力によって地域に受け
入れられ，地域社会に育てられた結果」とし，「スポー
ツ少年団は，身近な地域に設立され，そこには子ども
たちだけでなく，指導者や育成母集団といった多くの
大人たちが関わり，スポーツを実践する人々を増やし，
スポーツコミュニティを形成してきた」16)とされてい
る。このことからスポーツ少年団は，歴史と実績もあ
る地域に根ざした団体と言える。そして，スポーツ少
年団の教育的効果の検証を研究した根岸（2002）は，
「スポーツ少年団は，スポーツエリートの育成や競技性
を高めるため，厳しい練習や怒鳴ってばっかりの指導，
勝利至上主義的活動といった『野蛮な集団』と思われ
ていることが多い」17)と述べ，「『スポーツ少年団を育
てるメリットはどこにあるのか』という問いに対して，
『スポーツ少年団は，スポーツを通した青少年の教育の
場である』ということができる」18)としている。スポー
ツ少年団の指導者について研究している梅田（2006）
は「指導者は，楽しみ志向の子ども達への配慮を常に
しながら，それに応じたプログラムをたて，まとまり
を維持し，活性化していることが大切である」19)と述
べていることから，スポーツ少年団は指導において常
に子ども達を第一に考え，子どもの視点から指導を行
うことが重要であり，子どもの地域スポーツ活動を支
える組織であるといえる。
一方でスポーツ少年団の活動について懸念する研究
も存在する。谷口（2004）は，「多くのスポーツ少年団

ポーツを支えており，「地域社会やスポーツ団体・クラ
ブ，各種スポーツイベントにおいて，個人の自由意思
に基づき，その技能や時間などを進んで提供し，社会
に貢献する活動」2)であると定義されている。さらに，
スポーツボランティアは「地域におけるスポーツクラ
ブやスポーツ団体において，報酬を目的としないで，
クラブ・団体の運営や指導活動を日常的に支えたり，
また，国際競技大会や地域スポーツ大会などにおいて，
専門能力や時間などを進んで提供し，大会の運営を支
える人のこと」3)と定義づけされている。米山（2005）
は，「今後のスポーツ振興の成否を握る 1つのキーパー
ソンになるスポーツボランティアの意識及び活動状況
について把握することは，今後のスポーツ振興を図る
うえで重要になると考えられる」4)と述べている。さら
に，松本（1999）は，「地域のスポーツ少年団やスポー
ツ大会などにも無償で自発的に参加し活動をサポート
するボランティアは，運営面において不可欠な存在で
ある」5)と述べている。これらのことから，ボランティ
ア指導者の活動状況や運営面は，スポーツと大きく関
連し，豊かなスポーツライフを築くために必要だと考
えられてきた。地域のスポーツイベントや総合型地域
スポーツクラブ，スポーツ少年団においてボランティ
アは重要な役割があり運営を行う指導者の視点からも
その重要性を明らかにしている。
ボランティア指導者について笹川スポーツ財団の平
成 26年度文部科学省「スポーツにおけるボランティア
活動活性化のための調査研究」6)において，地域の競技
団体・クラブによる日々の指導や，様々なスポーツの
場面において，スポーツボランティアの存在は不可欠
であるとし，日本スポーツボランティアネットワー
ク 7)では，スポーツボランティア活動は，地域の少年
野球やサッカー教室など，スポーツクラブ・団体の活
動はスポーツボランティアによって支えられていると
記載されている。スポーツボランティアの重要性と共
に，スポーツ少年団におけるボランティアは団を運営
している側から依頼され活動をしていることが多い。
地域のスポーツボランティアにおける依頼型のボラン
ティアに着目し，参加動機や意識等について研究を
行った内藤（2009）は，「地域のスポーツイベントや総
合型地域スポーツクラブ，スポーツ少年団等において
ボランティアは重要な地位を占めるようになった」8)

と述べている。このことから，スポーツボランティア
の存在はスポーツ活動を行う上で不可欠なものであ
り，スポーツ少年団の活動や指導においてもスポーツ
ボランティアに支えられ，ボランティア指導者が担っ
ている。しかし，ボランティア指導者の生活面の不安
も報告されている。松尾ら（1994）の研究 9)において，
地域レベルの指導者の多くはボランティアに委ねられ
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以上のことから，スポーツ少年団は子どものスポー
ツ活動を支える重要な役割を担っている，一方で，ス
ポーツ少年団を運営するボランティア指導者の不安定
な社会的位置づけによる生活への支障・葛藤やスポー
ツ少年団運営の目的・理念の再確認の必要性等の問題
が混在している。さらに，日本体育協会の「全国市区
町村スポーツ少年団実態調査報告書」27)では，近年，少
子高齢化や市町村合併により地域のスポーツクラブや
スポーツ少年団の維持・発展が困難な状態であること
が報告されている。つまり，今後，スポーツ少年団に
関する諸問題を解消し，団を維持・運営していくため
には，ボランティア指導者の実態やボランティア指導
者の団運営に関する考えを明らかにする必要がある。
その中でも，宮城県はスポーツ少年団を運動機会減
少への対策として活用しているが，スポーツ指導者の
実態を詳細に把握できていないという課題が挙げられ
ている 12)注)ため，実態調査が宮城県のスポーツ推進に
有益であると考える。また，冨田（2006）28)は，首都
圏の地域スポーツ指導者の職務遂行能力の構造につい
て明らかとしたが，課題として首都圏以外の地域ス
ポーツ指導者に対する比較検討の必要性を挙げてい
る。
そこで，本研究は，実態把握ができておらず，首都
圏以外で調査が行われていない宮城県のスポーツ少年
団指導者を対象に職務遂行能力，指導に対しての考え
方を明らかにすることを目的とする。

2．研究方法

（1）調査対象者
調査対象者は，宮城県スポーツ少年団の指導者を対
象に，留め置き調査法を用いて質問紙調査を実施した。
調査期間は 2014年 8月 2日，3日，9月 13日，14日，
15日とした。各日程は，地域のスポーツ大会（2大会）
の参加チームに帯同している指導者を対象とした。ま
た，配布部数は 131部，有効回収部数は 121部で有効
回答率は 92.3％であった。
調査対象者の属性については表 1の通りである。男
性 98.3％，女性 1.7％であり，ほぼ男性で占められてい
る。年齢に関しては，40代が最も高い値で 43.8％，次
いで 30代の 23.1％，最も低い値となったのが 10代の
1.7％であった。

（2）調査内容
本調査は，日本体育大学ヒトを対象とした実験等に
関する規定に基づき，審査申請・研究計画書を提出し，
倫理審査委員会の承認（承認番号：第 014H61号）を
受け行った。
設問項目は下記の通りである。

活動は，創設当初の理念・目的が遵守されることなく，
『主たるスポーツ活動』にのみ傾倒してしまった」20)，
「スポーツ少年団の掲げてきた本来的理念や活動目標
が，少年団自体さらには体育協会においてさえも徐々
に忘却されてしまわざるをえない組織構造上の問題が
存在している」21)としている。また，スポーツ少年団
の形成過程と理念の形成を研究した安倍（2006）は，
「スポーツ少年団は設立当初から，理念と実態に矛盾を
抱えていたのである」22)とし，「1980年代から勝利至上
主義が強調され，長時間の練習や数多くの試合が行わ
れることによって，子どものからだの使い過ぎや燃え
つきの実態が報告されるようになった」23)と述べてい
る。さらに，スポーツ少年団の将来像 24)で挙げられて
いる課題として，理念・目的の再確認，名称の検討，
組織の円滑な運営のための財源確保，総合型地域ス
ポーツクラブとの関わり，競技団体及び青少年団体と
の連携の強化，中学生・高校生の加入促進，学校及び
行政との関わり方の充実，市町村スポーツ少年団の強
化といった「組織に関すること」，勝利至上主義偏重か
らの脱却，多様なスポーツ活動，指導者の養成ならび
に研修のあり方，育成母集団の育成と活用，対象年齢
の拡大（幼児加入），活動場所の確保という「団活動・
運営に関すること」，指導者・リーダーの養成研修（資
質の向上・人員確保），国内交流活動のあり方，国際交
流活動のあり方，内外への広報活動という「事業に関
すること」が挙げられている。これらのことから，ス
ポーツ少年団については問題も多く抱えていることが
伺える。
スポーツ少年団をより活用している県として宮城県
が挙げられる。2013年に策定された宮城県スポーツ推
進計画 25)では，県民のスポーツの目指す姿や目標を明
らかにし，その実現に向けた施策を優先的かつ計画的
に進めている。その中の，小学生年代における運動機
会減少の課題では，スポーツ少年団や様々なスポーツ
団体の活動への参加等を活用し，運動に関わる機会を
増やすとしている。つまり，宮城県では，各種スポー
ツや運動への取組を継続して支援することをスポーツ
少年団に期待している。宮城県スポーツ健康課「スポー
ツに関する県民アンケート調査」26)の「子どもの体力
低下傾向をどのように考えているか」という調査では，
重要な問題であると回答している人が 90.0％を超えて
いる結果になっている。また，体力低下の理由として，
「室内での遊びが多くなった」，「空き地や安全な路地が
少なくなった」という回答が多い。このことから，全
国的に子どもの体力低下について問題になっている
中，宮城県においても同様の傾向があり，子どものス
ポーツ活動を充実させ，体力について考えることが大
切とされている。
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2）対象者の指導上重視していることに関する設問
冨田（2006）の研究 28)のアンケートを参考に 8項目
を設定した。尚，8項目に対し，「非常に重要である…
5」から「全く重要でない…1」の 5件法で設定した。

（3）分析方法
本調査により得られた結果については，IBM SPSS 

Statistics22を用いて単純集計，t検定，因子分析を行っ
た。

3．結果・考察

表 2は職務遂行能力に関しての質問項目から得られ
た回答に対して，最尤法・Promax回転による因子分
析を行った結果である。分析を行った結果 4つの因子
が抽出された。第 1因子は，対象者や所属団体とのコ
ミュニケーション能力，指導においてのリスクマネジ
メントに関する項目が多いことから「コミュニケー
ション能力・リスクマネジメント」，第 2因子は，クラ
ブの運営，会計や資本の調達，広報力に関する項目が
多いことから「クラブマネジメントスキル」，第 3因子
は，スポーツに関しての指導力や知識に関しての項目
が多いことから「スポーツにおけるコーチングスキ
ル」，第 4因子は，スポーツの科学的知識であったた
め，「スポーツの科学的スキル」と解釈することができ
た。
本研究の結果からは，4つの因子が抽出された。冨
田（2006）の研究 28)では，5つの因子が抽出され，第
1因子は，スポーツに関連する幅広い情報を収集し，知
識として生かす能力に関する項目が多いことから「社
会動向・情報収集分析能力」，第 2因子を人間の身体に
関する項目が多いことから「身体・健康科学に関する
知識」，第 3因子をスポーツのルールや怪我に関する項
目が多いことから「スポーツルール・リスク対応能力」，
第 4因子をスポーツ活動の企画・運営・広報に関する
項目が多いことから「スポーツ経営能力」，第 5因子を
コミュニケーションや接し方に関する項目が多いこと
から「コミュニケーション能力」としている。因子分
析の結果から，首都圏の地域スポーツ指導者に求めら
れる職務遂行能力が多岐に渡っており，職務遂行能力
の構造の複雑化が進行していると述べている。本研究
で抽出された因子分析結果と比較すると，「クラブマネ
ジメントスキル」で抽出された項目は，冨田（2006）
の「スポーツ経営能力」で抽出された項目の半数以上
で構成され，「スポーツの科学的スキル」で抽出された
項目すべてが冨田（2006）の「身体健康科学に関する
知識」で抽出された項目に含まれていた。宮城県では，
第 1因子の「コミュニケーション能力・リスクマネジ
メント」に対し，首都圏では「スポーツルール・リス

1）対象者の職能遂行能力に関する設問
笹山・中西（1999）らの研究 29)により職務遂行能力

尺度 36項目で信頼性が示された。また，その職務遂行
能力尺度を用いて冨田（2006）の研究 28)では，首都圏
の地域スポーツ指導者に対して調査を行っている。こ
の研究では，36項目に対して因子分析を行い 5因子で
信頼性が示されている。
以上の先行研究から，信頼性が得られた職務遂行能
力尺度 36項目を本研究では設定した。尚，36項目に
対し，「非常に必要としている…5」から「全く必要な
い…1」の 5件法で設定した。

表 1　調査対象者の属性と所属団体について
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の組み立て」90.9％，「応急手当」90.1％，「安全指導」
90.1％，「スポーツ技術のレベルや健康・体力の把握」
89.2％，「スポーツ全般のルール」88.4％，「スポーツと
メンタル面の関係」86.6％，「活動を円滑に機能させる
能力」86.8％，「指導者らしい言葉づかい」84.3％，「新
しい情報についての収集・分析」85.1％であった。
表 4は，指導において必要としていない項目「全く
必要ない」，「あまり必要ない」に対する回答を合計し
た結果を降順で並べ替えた表である。「必要ない」での
上位の項目は，「資本の調達・最適な使用」16.5％，「ク

ク対応能力」，「コミュニケーション能力」と因子を分
けている。このことから，宮城県のスポーツ少年団の
ボランティア指導者は首都圏に比べて職務遂行能力の
構造が複雑化されていないことが伺える。
表 3は，指導において必要としている項目「非常に
必要としている」，「少し必要としている」に対する回
答を合計した結果を降順で並べ替えた表である。職務
遂行能力について36項目を5段階評価で回答を得た結
果において，「必要としている」での上位の項目では，
「コミュニケーション能力」94.2％，「運動内容や方法

表 2　職務遂行能力に関する因子分析（Promax回転後）
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底や配慮を最も重要視していた。主観となるが宮城県
のスポーツ少年団の指導者は，震災を経験したことに
より，より一層「リスクマネジメント」に対しての徹
底をし，活動を円滑に機能させていると考えられる。
一方で，スポーツ少年団の課題として挙げられてい
る，組織の円滑な運営のための財源確保や広報の在り
方があまり必要とされていないことから，宮城県の指
導者も今後の課題であることが示唆される。
表 5は，対象者の職務遂行能力と年代に関する項目
について t検定を行った結果である。
有意差が表れた項目は，「指導者の育成」の 1項目で
あった。「指導者の育成」では，「40代以上」の方が有
意に高い値を示した（t=2.38）。
表 6は，対象者の職務遂行能力と指導年数に関する
項目について t検定を行った結果である。有意差が表
れた項目は，「団員（会員）を増やす広報」，「指導者の
育成」，「コンピューターを機能させる能力」の 3項目
であった。
「40代以上」，「6年以上」のある程度経験を積んだ対
象者は共に，「指導者の育成」の項目で有意差が表れて

ラブの会計業務」15.7％，「コンピューターを機能させ
る能力」14.1％，「スポーツニーズを知るための社会調
査」14.1％，「公文書や依頼文書の作成」10.0％，「ス
ポーツ行政の仕組み・組織機構」9.1％，「スポーツ活
動の企画・運営」8.3％，「クラブの運営」8.3％，「ス
ポーツ活動の広報」7.5％，「書物やデータを指導に活
かす能力」7.5％であった。
表 3，4の結果から，本研究の対象者は，子どもとの
コミュニケーションを第 1に考え，「人」を重要視して
いることが推測される。発育・発達期の子どもたちを
指導する指導者は，発育・発達段階，技能レベルや志
向に応じた指導を行うことが大切 30)とし，常に子ども
を最優先に考え指導すること，子どもとコミュニケー
ションをしっかりと行い，日々の行動を観察し，各団
体に所属している子どもに適した運動内容や方法を
行っていることが窺える。子どものスポーツを指導す
る中で，安全に配慮した活動を行う必要があり，「運動
内容や方法の組み立て」，「応急手当」，「安全指導」，「健
康や体力の把握」が上位となり，宮城県のスポーツ少
年団の指導者は「リスクマネジメント」に対しての徹

表 3　指導において必要としている項目（必要としている上位項目）

表 4　指導において必要としていない項目（必要としていない上位項目）

表 5　職務遂行能力と年代に関する比較
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践能力・示範能力」，「高度な実技能力・示範能力」，「ス
ポーツ活動の企画・運営」，「スポーツ活動の広報」，「ス
ポーツニーズを知るための社会調査」の項目で「固定
職なし」の方が有意に高い値を示した。
固定職のない対象者は，「資本の調達・最適な使用」
や「クラブの会計業務」を必要としている。つまり，
指導理念を持ち，組織の円滑な企画・運営のための運
営面，資本の調達や使用方法，会計業務に関する財務
面を重要視していることが窺える。
表 8は，対象者の職務遂行能力と法人格の有無に関
する比較項目について t検定を行った結果である。
有意差が表れた項目は，「団員（会員）を増やす広
報」，「運動内容や方法の組み立て」，「資本の調達・最
適な使用」，「スポーツとメンタル面の関係」，「クラブ

おり，指導者を育成することを必要としている。高橋
（2001）の研究 31)では，ボランティア指導者の課題と
して，指導者不足や若い指導者の育成が挙げられてお
り，若い指導者が育ってきていないところにあると述
べ，若い指導者の育成のためには社会システムの整備
が必要であるとしている。宮城県の指導者も指導者育
成を必要としており，スポーツ活動に関してのスキル
より，指導者の育成や団員を増やす広報を重視し，次
世代においても団・地域の発展を考え，運営面を整え
ようとしていることが窺える。
表 7は，対象者の職務遂行能力と職業の有無に関す
る項目について t検定を行った結果である。「資本の調
達・最適な使用」，「クラブの会計業務」，「指導理念と
方法」，「障がい者スポーツの指導法」，「スポーツの実

表 7　職務遂行能力と固定職の有無に関する比較

表 8　職務遂行能力と法人格の有無に関する比較

表 6　職務遂行能力と指導年数に関する比較



188

スポーツ少年団の指導者に関する一考察

は，「スポーツの技能を高めることと，よい人間関係を
作ることの相乗効果が期待できる」35)と述べているこ
とから，人間関係を通じて，集団でのルールやマナー
を身に付けさせることを指導理念としている指導者が
多いことが示唆される。「少し重要である」と回答した
項目で特に高い値となったのが，「試合で勝つこと・良
い成績を収めること」49.6％，「高度な技術を身に付け
ること」40.5％であった。スポーツ少年団の将来像 24)

の団運営や運営面の課題では勝利至上主義の脱却が挙
げられており，桑野（2012）は，「『スポーツの競技性』
を求めた指導に偏った『勝利至上主義』のスポーツ少
年団がみうけられる。結果，競技力向上のもと，ジュ
ニア強化各団体との間に子どもの『奪い合い』状態が
生じている」36)と述べている。本研究の調査対象者は，
「スポーツの楽しさや喜びを知ってもらうこと」，「良好
な人間関係を育むこと」で特に高い値となり，勝利至
上主義の指導より，高度な技術を子どもたちに身に付
けさせることを重視し，試合で勝つことや大会等で良
い成績を収める結果へ導くような指導を行っていると
考えられる。しかし，本研究の自由記述で得られた回
答から，「スポーツ少年団は子ども達が主役であるにも
かかわらず指導者及び保護者の要求やエゴが少なから
ず発生するために子ども達の育成に向けた未来の損な
われる部分があり，悩む部分も多い」（30代男性）と
述べられている。子ども達に技術を教え，試合で勝つ
ことを強く抱くと，スポーツ少年団としての健全な育
成，団運営を行うことに障がいが生じてしまう可能性
があるのではないかと考えられる。また，藤村ら
（2016）37)はスポーツ少年団の指導観について直面す
る問題に向き合いながら試行錯誤することが大切であ
り，指導者としての幅を広げるためには保護者との関
わりが必要不可欠であると述べている。指導者のしっ
かりとした指導理念や保護者との情報共有は団の運営
や子どもを指導する面からも重要であることからも子
どもを第一に考え，指導を行わなければいけない必要
があると考える。「全く重要でない」と回答した項目か
らも，「名声を得ること」44.6％，「給料や謝礼金」52.9％

の会計業務」，「人間の成長・発達や加齢による身体の
変化」，「障がい者スポーツの指導法」，「よりよいスポー
ツ活動を提供する知識」，「スポーツ活動の企画・運営」，
「スポーツ活動の広報」，「クラブの運営」，「指導者らし
い言葉づかい」，「活動を円滑に機能させる能力」，「書
物やデータを指導に活かす能力」の 14項目であり「法
人格あり」の方が高い値を示した。

NPO法人格取得について，行實（2003）は，「NPO
法人化は，財務的資源を外部から調達することを容易
にさせ，そのことが，指導者をはじめとする人的資源
の確保に有利となる。また，クラブの社会的信頼を得
ることにより活動施設の安定的確保も可能にしてい
る」32)と述べている。また，権田（2006）は，「社会的
認知度の向上や，活動の永続化が法人格取得の大きな
理由となっている」33)と述べていることから，NPO法
人格を取得している団体については，団のしっかりと
した運営体制，子どもにスポーツを教え，楽しませる
創意工夫を行っていると考えられる。また，内藤（2006）
は，「NPO法人化を有効な手段とするためには，組織
としてある程度成熟していなければならない」34)と述
べていることから，組織としてしっかりとした体制で
団を運営していることが窺える。指導体制を整えるた
めにも，多角面から物事を捉えるため，指導者本人も
常に書物やデータを用い質の高い指導を必要としてお
り，法人格を取得した意義を捉え活動していることが
考えられる。このことから，NPO法人格を取得してい
る団体は，宮城県の地域のスポーツ活動を支える大き
な役割を持っていると考えられる。
表 9は，対象者の指導上重視していることに関して
単純集計を行った結果である。
対象者が「非常に重要である」と回答した項目では，

「スポーツの楽しさや喜びを知ってもらうこと」
76.9％，「良好な人間関係を育むこと」62.0％で特に高
い値となった。宮城県では，スポーツ少年団創設時の
「スポーツの歓びを通じて青少年の健全育成」という理
念に沿った指導理念を抱いていることが窺える。また，
スポーツ少年団は，異年齢の集まりであり，根岸（2002）

表 9　調査対象者の指導上重視していること
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り，勝利至上主義の指導より，高度な技術を子どもた
ちに身に付けさせることを重視し，試合で勝つことや
大会等で良い成績を収める結果へ導くような指導を
行っていると考えられる。その反面，子ども達に技術
を教え，試合で勝つことを強く抱くと，スポーツ少年
団としての健全な育成，団運営を行うことに障がいが
生じてしまうのではないかという問題点も挙げられ
る。また，指導理念からも，ボランティアであること
を自覚し，しっかりと子どもを第一に考える指導理念
を抱いている。
今後，宮城県のボランティア指導者についての指導
観の形成や指導者の育成方法についての研究を行って
いく。

注

注） 岩手県，宮城県，福島県については，東日本大震災
の影響により，一部平成 22年度の登録数を採用して
いる。
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と指導理念において，ボランティアであることを自覚
し，しっかりと子どもを第一に考える指導理念を抱い
ていることが窺える。

5．ま と め

本研究は，宮城県のスポーツ少年団のボランティア
指導者を対象に職務遂行能力，指導に対しての考え方
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に関しての指導力や知識に関しての項目が多いことか
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ニケーションを第一に考え，「人」を重要視しているこ
とが推測され，宮城県のスポーツ少年団の指導者は
「リスクマネジメント」に対しての徹底や配慮を最も重
要視していた。しかし，スポーツ少年団の課題として
挙げられている，組織の円滑な運営のための財源確保
や広報の在り方があまり必要とされていないことか
ら，宮城県の指導者の今後の課題であることが示唆さ
れた。
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NPO法人格を取得している団体の対象者は，常に書
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